
○ふじみ野市談合情報等対応要領について（依命通達） 
平成３０年３月６日 

通達ふ契第１０００１号 
このことについて、下記のとおり対応要領を定めたので、入札等の談合情報又

は談合疑義事実を得た場合の取扱いについては、これにより取り扱うよう、命に

より通達する。 
追って、平成１７年１０月１日付け通達ふ管第１号（ふじみ野市談合情報対応

要領）は、廃止されたものと承知されたい。 
記 

ふじみ野市談合情報等対応要領 
（趣旨） 

第１条 この要領は、市が締結する建設工事の請負、設計・調査・測量その他の
業務委託及び物品の購入等（以下「建設工事等」という。）の契約に係る入札

及び見積り（以下「入札等」という。）の適正を期するため、入札談合等の不

正行為に関する情報（以下「談合情報」という。）又は入札談合等の不正行為

を疑わせる事実（以下「談合疑義事実」という。）を得た場合の対応に関し必

要な事項を定めるものとする。 
（談合情報及び談合疑義事実の確認） 

第２条 市が締結する建設工事等の契約に係る入札等について、談合情報に係る
通報を受けた者は、通報者に対し、次に掲げる事項その他必要事項を確認し、

直ちに談合情報調書（様式第１号）を作成し、契約主管課長へ送付するものと

する。 
２ 契約主管課長は、報道等により談合情報を把握したときは、当該報道機関に
対し、取材及び報道に関する活動に支障のない範囲で通報者の談合情報の出所

を明らかにするよう要請するものとし、談合情報調書（様式第１号）を作成す

るものとする。 
３ 契約主管課長は、通報者が明らかなときは、通報者に対し、情報内容の裏付
け等の詳細を確認するものとする。 

４ 契約主管課長は、談合議疑事実を得たときは、談合疑義事実調書（様式第２
号）を作成するものとし、以後の対応については、談合情報と同様に取り扱う

ものとする。 
（談合情報等の報告） 

第３条 契約主管課長は、談合情報又は談合疑義事実（以下「談合情報等」とい
う。）を得たときは、速やかに談合情報調書（様式第１号）又は談合疑義事実

調書（様式第２号）に関係書類を添えて、談合情報等の取得について（報告）

（様式第３号）により契約主管部長に報告するものとする。 
（信ぴょう性の判断） 

第４条 契約主管課長は、談合情報を得たときは、当該入札又は契約に係る手続



を保留し、又は契約（見積りを含む。）を所管する課長等（以下「所管課長」

という。）に契約事務を保留させ、ふじみ野市指名業者選定委員会規程（平成

１７年ふじみ野市訓令第４５号）に定めるふじみ野市指名業者選定委員会（以

下「指名委員会」という。）に、その信ぴょう性について諮るものとする。た

だし、開札前に情報等を得たときは、開札後に指名委員会に諮るものとする。 
２ 開札の結果、談合情報に信ぴょう性がないと判断できる場合は、契約主管課
長は、当該入札若しくは契約に係る手続を続行し、又は所管課長に契約手続を

続行させるものとする。 
（事情聴取） 

第５条 契約主管課長は、談合情報に信ぴょう性がないと判断できないとき、又
は談合疑義事実を得たときは、当該入札若しくは契約に係る手続を保留し、又

は所管課長に契約手続を保留させ、速やかに事情聴取を行うものとする。 
２ 契約主管課長は、事情聴取を行うときは、原則として全ての入札参加業者又
は見積業者（辞退者を含む。以下「入札参加業者等」という。）から聴取し、

事情聴取書（様式第４号）を作成するものとする。 
３ 契約主管課長は、事情聴取に当たっては、原則として積算に使用した資料等
の提出を求めるものとし、聴取内容及び提出された積算関係資料に疑義が残る

場合は、必要に応じて再調査を行うものとする。 
（談合情報等への対応） 

第６条 契約主管課長は、談合情報等の対応について、必要に応じて顧問弁護士
に法務相談を行った上で、指名委員会に諮り、次に掲げる措置を講ずるものと

する。 
（１） 不正行為が確認できないと判断したときは、全ての入札参加業者等か
ら誓約書（様式第５号）を提出させた後、当該入札若しくは契約に係る手続

を続行し、又は所管課長に契約手続を続行させるものとする。 
（２） 不正行為が疑われると判断したときは、入札等を取りやめ、又は無効
とし落札決定を取り消すものとする。 
（３） 不正行為の事実ありと判断したときは、前号の措置に加え、刑事訴訟
法（昭和２３年法律第１３１号）に定める告発を行うものとする。 
（契約締結後に談合情報があった場合の措置） 

第７条 契約主管課長は、契約締結後に談合情報があった場合は、契約締結前に
談合情報を得た場合と同様に対応するものとする。ただし、前条第１号及び第

２号の措置は、次のとおり対応するものとする。 
（１） 不正行為が確認できないと判断したときは、契約の相手方から誓約書
（様式第５号）の提出を求め、契約を継続させる。 
（２） 不正行為が疑われると判断したときは、契約の解除を検討する。 
（談合情報等に対する処理結果への報告） 

第８条 契約主管課長は、談合情報等に対する処理結果について、速やかに、談



合情報等処理書（様式第６号）を作成し、指名業者一覧又は参加資格者一覧、

談合情報調書（様式第１号）又は談合疑義事実調書（様式第２号）、事情聴取

書（様式第４号）、誓約書（様式第５号）、入札金額見積内訳書、入札（見積）

調書の写し、不正行為の裏付けとなる資料その他の関係資料を添えて、談合情

報等に関する処理について（報告）（様式第７号）により契約主管部長に報告

するものとする。 
（談合情報等の公表） 

第９条 契約主管部長は、談合に係る告発を行った場合、原則として当該談合に
係る内容を公表するものとする。 
（公正取引委員会への関係資料の送付） 

第１０条 契約主管部長は、第８条の規定による報告を受けたときは、同条の関
係資料を談合情報に係る関係資料の送付について（通知）（様式第８号）によ

り公正取引委員会事務総局審査局情報管理室長へ送付するものとする。 
（警察への情報提供） 

第１１条 契約主管部長は、第８条の規定による報告を受けたときは、談合情報
について明らかに信ぴょう性がないと認められる場合を除き、同条の関係資料

を談合情報に係る関係資料の送付について（通知）（様式第８号）により所管

の警察署長へ送付し、情報提供するものとする。 
（その他） 

第１２条 この対応要領により難い場合は、契約主管課長と協議を行うものとす
る。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 


